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　教育委員会事項

沖縄県教育庁組織規則の一部を改正する規則

沖縄県立教育機関組織規則の一部を改正する規則

沖縄県立高等学校管理規則等の一部を改正する規則

沖縄県教育委員会職員服務規程の一部を改正する訓令

県立学校処務規程の一部を改正する訓令

沖縄県教育委員会会計年度任用職員の職の設置に関する規程及び沖縄県教育委員会会計年度任用

職員の報酬に関する規程の一部を改正する訓令

　公安委員会事項

沖縄県警察の課の設置に伴う沖縄県公安委員会関係規則の整理に関する規則

刑法等の一部を改正する法律及び刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整理等に

関する法律の施行に伴う沖縄県公安委員会関係規則の整理に関する規則

沖縄県警察の組織に関する規則の一部を改正する規則

沖縄県警察の交番等の名称、位置及び所管区を定める規則の一部を改正する規則

沖縄県警察職員の配置定員に関する規則の一部を改正する規則

　人事委員会事項

初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則等の一部を改正する規則

初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部を改正する規則

扶養手当に関する規則の一部を改正する規則

通勤手当に関する規則の一部を改正する規則

期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則

勤務時間、休日及び休暇等に関する規則の一部を改正する規則

特地勤務手当等に関する規則の一部を改正する規則

へき地手当等に関する規則の一部を改正する規則

沖縄県に公平委員会の事務を委託している地方公共団体の管理職員等の範囲を定める規則の一部

を改正する規則

住居手当に関する規則の一部を改正する規則

義務教育等教員特別手当に関する規則の一部を改正する規則

単身赴任手当に関する規則の一部を改正する規則

管理職員特別勤務手当に関する規則の一部を改正する規則

一般職の任期付職員の採用等に関する規則の一部を改正する規則

地域手当に関する規則の一部を改正する規則

会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する規則の一部を改正する規則

　選挙管理委員会事項

選挙運動及び政治活動事務取扱規程の一部を改正する告示

（　　　）

定期発行日

 毎週火・金曜日

当日が県の休日に
当たるときは休刊とする。

県　　  章
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３号の人事委員会の定める普通交通機関等」に改め、同条第２項中「掲げる事由」の次に「（前条第１項各

号に掲げる事由に該当する事由に限る。）」を加え、同条を第21条とする。 

　第19条の２第１項中「第16条第６項」を「第16条第７項」に改め、同条第２項を次のように改める。 

２　条例第16条第７項の人事委員会規則で定める額は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定

める額とする。 

⑴　１箇月当たりの通勤手当算出基礎額が150,000円以下であつた場合　次に掲げる場合の区分に応じ、

それぞれ次に定める額 

ア　イに掲げる場合以外の場合　前項第２号に掲げる事由が生じた場合にあつては当該事由に係る普通

交通機関等又は高速自動車国道等（同号の改定後に１箇月当たりの通勤手当算出基礎額が150,000円

を超えることとなるときは、その者の利用する全ての普通交通機関等及び高速自動車国道等）、同項

第１号、第３号又は第４号に掲げる事由が生じた場合にあつてはその者の利用する全ての普通交通機

関等及び高速自動車国道等につき、使用されるべき通用期間の定期券の運賃等及び特別料金等の払戻

しを、人事委員会の定める月（以下この条において「事由発生月」という。）の末日にしたものとし

て得られる額（次号において「払戻金相当額」という。） 

イ　使用している定期券に通用期間が６箇月を超えるものがある場合　人事委員会の定める額 

⑵　１箇月当たりの通勤手当算出基礎額が150,000円を超えていた場合　次に掲げる場合の区分に応じ、

それぞれ次に定める額 

ア　イに掲げる場合以外の場合　150,000円に事由発生月の翌月から支給単位期間等に係る最後の月ま

での月数を乗じて得た額又は前項各号に掲げる事由に係る普通交通機関等及び高速自動車国道等につ

いての払戻金相当額の合計額並びに人事委員会の定める額の合計額のいずれか低い額（事由発生月が

支給単位期間に係る最後の月である場合にあつては、０） 

イ　前号イに掲げる場合　人事委員会の定める額 

　第19条の２第３項を削り、同条第４項中「第16条第６項」を「第16条第７項」に、「前２項」を「前項」

に改め、「であるときは、」の次に「人事委員会の定めるところにより」を加え、同項を同条第３項とし、

同条を第20条とする。 

　様式第１及び様式第２を次のように改める。 
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　　　附　則 

　（施行期日） 

１　この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

　（施行日前から引き続き支給されている通勤手当に関する経過措置） 

２　この規則の施行の日（以下「施行日」という。）前から引き続き職員（沖縄県職員の給与に関する条例

等の一部を改正する条例（令和７年沖縄県条例第７号）第１条の規定による改正前の条例（以下この項に

おいて「改正前の条例」という。）第16条第２項第１号に規定する１箇月当たりの運賃等相当額（この規

則による改正前の規則（以下この項において「改正前の規則」という。）第10条第３号に掲げる職員に係

るものを除き、２以上の普通交通機関等（改正前の規則第６条に規定する普通交通機関等をいう。第１号

において同じ。）を利用するものとして通勤手当を支給される場合にあっては、その合計額。以下この項

において「改正前の１箇月当たりの運賃等相当額」という。）、第16条第２項第２号に規定する額（改正

前の規則第10条第２号に掲げる職員に係るものを除く。以下この項及び次項において「改正前の自動車等

の利用に係る額」という。）及び改正前の条例第16条第３項第１号に規定する特別料金等の額をその支給

単位期間（同条第７項に規定する支給単位期間をいう。次項において同じ。）の月数で除して得た額（２

以上の高速自動車国道等（同条第３項に規定する高速自動車国道等をいう。）を利用するものとして通勤

手当を支給される場合にあっては、その合計額。次項第２号において「改正前の１箇月当たりの特別料金

等相当額」という。）の合計額が150,000円を超えている職員を除く。）に支給されている通勤手当のう

ち次の各号に掲げるもの（施行日の前日及び施行日を含む支給単位期間等（改正前の規則第18条の２第１

項に規定する支給単位期間等をいう。）に係るものに限る。）については、なお従前の例による。 

⑴　普通交通機関等及び改正前の条例第16条第１項第２号に規定する自動車等に係る通勤手当（改正前の

１箇月当たりの運賃等相当額及び改正前の自動車等の利用に係る額の合計額が55,000円を超える場合の

ものに限る。） 

⑵　改正前の条例第16条第３項第１号に規定する高速自動車国道等に係る通勤手当 

３　前項の規定によりなお従前の例によることとされた通勤手当を支給されている職員には、当該通勤手当

が支給されている間、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、各月における当該各号に定める額（１円未満

の端数がある場合にあってはその端数を切り捨てた額とし、当該各号に掲げる場合のいずれにも該当する

場合にあっては当該各号に定める額の合計額とする。）を、支給単位期間を１箇月とする通勤手当として

支給する。 

⑴　前項第１号に掲げる通勤手当を支給されている場合　改正前の１箇月当たりの運賃等相当額及び改正

前の自動車等の利用に係る額の合計額からその額と55,000円との差額の２分の１を55,000円に加算した

額を減じて得た額 

⑵　前項第２号に掲げる通勤手当を支給されている場合　改正前の１箇月当たりの特別料金等相当額から

当該１箇月当たりの特別料金等相当額の２分の１に相当する額（その額が20,000円を超える場合にあつ

ては、20,000円）を減じて得た額 

　（権衡職員等に関する経過措置） 

４　この規則による改正後の規則（次項及び附則第６項において「改正後の規則」という。）第15条の規定

は、施行日以後にされた転居について適用する。 

５　改正後の規則第16条の規定は、施行日前に新たに給料表の適用を受ける職員となった者にも適用する。 

６　改正後の規則第17条第１項第３号及び第４号の規定は、施行日前にこれらの号に掲げる職員となつた者

（これらの号に規定する当該日以降の転居をしたものを除く。）にも適用する。 

　（職員の定年等に関する規則等の一部を改正する規則の一部改正） 

７　職員の定年等に関する規則等の一部を改正する規則（令和５年沖縄県人事委員会規則第２号）の一部を

次のように改正する。 

　　附則第６条を次のように改める。 

　第６条　削除 














































